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 （総則）

第１条　令和５年度長門市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

 （業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

（１） 水 洗 化 戸 数                         戸

（２） 年 間 有 収 水 量 ㎥

（３） 一 日 平 均 有 収 水 量 ㎥

（４） 建 設 改 良 事 業 費 千円

 （収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

第１款　下水道事業収益 千円

　第１項　営業収益 　　

　第２項　営業外収益 　

　第３項　特別利益 　

　

第１款　下水道事業費用 千円

　第１項　営業費用 　　　

　第２項　営業外費用 　　　

　第３項　特別損失

　第４項　予備費

 （資本的収入及び支出）

第１款　資本的収入 千円

　第１項　企業債

　第２項　負担金及び分担金

　第３項　補助金

　第４項　出資金

第１款　資本的支出 千円

　第１項　建設改良費

　第２項　企業債償還金

支出額に対し不足する額 471,902千円は、過年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整
額 13,048千円、当年度分損益勘定留保資金 458,854千円で補填するものとする。）。

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める(資本的収入額が資本的

583,187

　支　　　出

1,723,365

1,648,347

68,318

1,449,093

1

865,906

　支　　　出

1,326

413,200

194,565

977,191

368,100

　収　　　入

議案第　14号

令和 ５ 年度長門市下水道事業会計予算　令和 ５ 年度長門市下水道事業会計予算　令和 ５ 年度長門市下水道事業会計予算　令和 ５ 年度長門市下水道事業会計予算　

12,224

3,025,423

8,288

865,906

1,761,716

　収　　　入

1,700

5,000

541,088

1,220,627
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 （企業債）

第５条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

限 度 額 起債の方法
千円

千円

368,100

 （一時借入金）

第６条　一時借入金の限度額は、500,000千円と定める。

 （予定支出の各項の金額の流用）

第７条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。　

１　営業費用、営業外費用及び特別損失間の流用

 （議会の議決を経なければ流用することができない経費）

１　職員給与費 116,804 千円

  (他会計からの補助金)

令和５年２月17日　提出

計

農業集落排水
建設事業

同上 同上 同上10,600

第９条　事業運営のため一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、159,103千円であ
　る。

第８条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用
　し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なけれ
　ばならない。

長門市長　江　原　達　也

起債の目的 利     率 償 還 の 方 法

公共下水道
建設事業

普通貸借
又は

証書借入

　　５.０％以内
（ただし、利率見直し
方式で借り入れる資金
について、利率の見直
しを行った後において
は、当該見直し後の利
率）

　政府資金については
その融資条件により、
銀行その他の場合はそ
の借入先と協議して定
めるものとする。ただ
し、市下水道事業財政
の都合により据置期間
及び償還期間を短縮
し、又は繰上償還もし
くは低利に借り換える
ことができる。

357,500
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予算に関する説明書





収　　　　　　　　　　入収　　　　　　　　　　入収　　　　　　　　　　入収　　　　　　　　　　入

節 金　　　額

１ 1,761,716

１ 541,088

公共下水道 336,196

農業集落排水 125,403

漁業集落排水 23,035

２ 他会計負担金 56,449 雨水処理負担金 27,503

し尿処理負担金 28,946

３ その他の営業収益 5 手数料 5

２ 1,220,627

１ 受取利息及び配当金 1 預金利息 1

２ 他会計負担金 486,083 他会計負担金 486,083

３ 他会計補助金 159,103 他会計補助金 159,103

４ 雑収益 3,230 雑収益 3,230

５
消費税及び地方消費税
還付金

43,388
消費税及び地方消
費税還付金

43,388

６ 長期前受金戻入 528,822 長期前受金戻入 528,822

３ 1

　　 １ 過年度損益修正益 1 過年度損益修正益 1

下水道事業収益

営業収益

営業外収益

特別利益

下水道使用料 484,634下水道使用料１ 484,634

雨水処理に要する一般会計負担金

分流式下水道等に要する経費負担金等

企業債利子、減価償却費等に対する補助金

督促料、指定工事店登録手数料、証明手数
料

し尿処理に要する一般会計負担金

令和 ５ 年度長門市下水道事業会計予算実施計画

　　　収　益　的　収　入　及　び　支　出

明　　　　　　　　　　細

説　　　　　　　　　　明
目款 項 予　定　額

（単位 ： 千円）

減価償却費に見合う長期前受金の収益化

日置北部地区処理場電気使用料に係る負担
金等
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支　　　　　　　　　　出支　　　　　　　　　　出支　　　　　　　　　　出支　　　　　　　　　　出

節 金　　　額

１ 1,723,365

１ 1,648,347

１ 管渠費 94,914 備消品費 531

光熱水費 18,900

通信運搬費 4,001

委託料 41,492

使用料及び賃借料 429

修繕費 29,521

材料費 40

２ ポンプ場費 12,542 備消品費 50

燃料費 16

光熱水費 195

通信運搬費 518

委託料 1,219

修繕費 5,000

動力費 5,514

保険料 30

３ 処理場費 479,963 給料 18,348

扶養手当 1,098
通勤手当 497
特殊勤務手当 240
時間外勤務手当 447
管理職員特別勤務手当 56
管理職手当 238
期末勤勉手当 3,804
児童手当 220

賞与引当金繰入額 1,909

法定福利費 5,111

法定福利費引当金
繰入額

389

被服費 100

備消品費 1,237

燃料費 1,233

光熱水費 760

通信運搬費 1,629

委託料 271,850

手数料 890

使用料及び賃借料 752

修繕費 48,110

動力費 113,974

薬品費 6,139

修繕材料

電気料

包括的維持管理業務、施設維持管理業務、
水質検査業務等

浄化槽法定検査、消防用設備点検等

庁用車リース料等

機器修繕等

共済組合等

営業費用

目

下水道事業費用

消耗器材等

消耗器材

マンホール修繕等

施設用地借上料

マンホールポンプ施設維持管理業務、マン
ホールポンプ清掃業務、管渠清掃業務等

電話回線使用料等

（単位 ： 千円）

款 項

手当等 6,600

予　定　額
明　　　　　　　　　　細

説　　　　　　　　　　明

施設運転燃料等

水道料

電話料、回線使用料

企業職員5名

建物損害共済(火災保険料)

電気料

機器修繕等

電気設備保安管理業務、清掃業務

マンホールポンプ等電気料

電話料、回線使用料等

水道料

施設運転燃料、車両燃料等

消耗器材、事務用品等

作業服等
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材料費 200

保険料 499

公課費 233

４ 総係費 65,415 給料 28,779

扶養手当 1,248
住居手当 582
通勤手当 434
特殊勤務手当 5
時間外勤務手当 1,059
管理職員特別勤務手当 20
管理職手当 1,406
期末勤勉手当 7,654
児童手当 240

賞与引当金繰入額 3,846

報酬 250

法定福利費 8,374

法定福利費引当金
繰入額

782

報償費 156

旅費 164

備消品費 24

委託料 6,688

手数料 52

使用料及び賃借料 639

修繕費 40

負担金 1,209

保険料 228

貸倒引当金繰入額 1,536

公共下水道 605,633
農業集落排水 303,798
漁業集落排水 50,722

６ 資産減耗費 35,360 固定資産除却費 35,360

２ 68,318

１
支払利息及び企業債取
扱諸費

68,318 企業債利息 67,118

借入金利息 1,200

３ 1,700

１ 過年度損益修正損 1,700 過年度損益修正損 1,700

４ 5,000

１ 予備費 5,000 予備費 5,000

研修会旅費等

建物損害共済(火災保険料)､下水道賠償責任
保険

下水道協会、研修参加負担金

量水器修繕

公営企業会計システム使用料

減価償却費

営業外費用

特別損失

960,153

一時借入金に係る支払利息

企業債に係る支払利息

　

手当等

上下水道事業審議会委員17名

共済組合負担金等

修繕材料費

５ 960,153
有形固定資産減価
償却費

予備費

12,648

企業職員6名、会計年度任用職員1名

重量税

受益者負担金前納報奨金

建物損害共済(火災保険料)､自動車損害共済

口座振替・窓口収納手数料

下水道使用料徴収事務等

事務用品等
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収　　　　　　　　　　入収　　　　　　　　　　入収　　　　　　　　　　入収　　　　　　　　　　入

節 金　　　額

１ 977,191

１ 368,100

１ 企業債 368,100 企業債 368,100

２ 1,326

１ 受益者負担金 890 受益者負担金 890

２ 受益者分担金 436 受益者分担金 436

３ 413,200

　　 １ 補助金 413,200 国庫補助金 413,200

４ 194,565

　　 １ 出資金 194,565 一般会計出資金 194,565

（単位 ： 千円）

資本的収入

企業債

負担金及び分担金

補助金

出資金

資　本　的　収　入　及　び　支　出

款 項 目 予　定　額
明　　　　　　　　　　細

説　　　　　　　　　　明

施設整備事業債

建設改良に対する補助金

企業債元金償還等に対する出資金
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支　　　　　　　　　　出支　　　　　　　　　　出支　　　　　　　　　　出支　　　　　　　　　　出

節 金　　　額

１ 資本的支出 1,449,093

１ 865,906

１ 公共下水道建設費 769,706 給料 16,638 企業職員4名、会計年度任用職員1名

扶養手当 576
住居手当 270
通勤手当 320
時間外勤務手当 310
管理職員特別勤務手当 20
管理職手当 238
期末勤勉手当 6,310
児童手当 300

法定福利費 4,786

旅費 90

備消品費 1,000

燃料費 214

委託料 33,107

使用料及び賃借料 1,002

工事請負費 704,500

保険料 25

２ 農業集落排水建設費 96,200 委託料 85,000

工事請負費 11,200

２ 583,187

１ 企業債償還金 583,187 企業債償還金 583,187 財政融資資金等

（単位 ： 千円）

南俵山真空ポンプ取替工事、マンホールポ
ンプ取替工事

車両燃料

事務用品等

工場検査旅費

企業債償還金

建設改良費

手当等 8,344

共済組合等

款 項 目 予　定　額
明　　　　　　　　　　細

説　　　　　　　　　　明

管渠施設改築更新工事、東深川浄化セン
ター機械電気設備工事(沈砂池)等

庁用車リース等

職員健康診断、ストックマネジメント計画
策定業務、自家発電設備詳細設計業務

自動車損害共済

維持管理適正化計画策定業務、事業計画策
定業務
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　　　当年度純利益（△純損失） 0

　　　減価償却費 960,153

　　　引当金の増加額（△減少額） 1,549

　　　固定資産除却費 31,560

　　　長期前受金戻入額 △ 528,822

　　　受取利息及び配当金 △ 1

　　　支払利息 68,318

　　　未収金の減少額（△増加額） △ 30,340

　　　未払金の増加額（△減少額） 30,000

　　　預り金の増加額（△減少額） 0

小計 532,417

　　　利息及び配当金の受取額 1

　　　利息の支払額 △ 68,318

　　　業務活動によるキャッシュ・フロー 464,100

　　　固定資産の取得による支出 △ 889,870

　　　国庫補助金等による収入 310,636

　　　受益者負担金等による収入 1,205

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 578,029

　　　出資金の収入 194,565

　　　企業債による収入 368,100

　　　企業債償還金の支出 △ 583,187

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 20,522

　　 資金増加額（△減少額）　　 資金増加額（△減少額）　　 資金増加額（△減少額）　　 資金増加額（△減少額） △ 134,451

　　 資金期首残高　　 資金期首残高　　 資金期首残高　　 資金期首残高 259,285

　　 資金期末残高　　 資金期末残高　　 資金期末残高　　 資金期末残高 124,834

３　財務活動によるキャッシュ・フロー３　財務活動によるキャッシュ・フロー３　財務活動によるキャッシュ・フロー３　財務活動によるキャッシュ・フロー

令和５年度　長門市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（令和５年４月１日から令和６年３月31日）

（単位 ：千円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー１　業務活動によるキャッシュ・フロー１　業務活動によるキャッシュ・フロー１　業務活動によるキャッシュ・フロー

２　投資活動によるキャッシュ・フロー２　投資活動によるキャッシュ・フロー２　投資活動によるキャッシュ・フロー２　投資活動によるキャッシュ・フロー
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１　総　　括

特別職 一般職 報酬 給料 手当等 計

(人） (人） (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

17 17 250 63,765 33,347 97,362 19,442 116,804

17 17 170 66,616 34,743 101,529 20,305 121,834

0 0 80 △ 2,851 △ 1,396 △ 4,167 △ 863 △ 5,030

扶養手当 住居手当 通勤手当
特殊勤務
手　　当

時間外
勤　務
手　当

管理職員
特別勤務
手　　当

休日勤務
手　　当

管理職
手　当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本　　年　　度 2,922 852 1,251 245 1,816 96 0 1,882

前　　年　　度 3,624 258 1,257 287 1,648 110 0 1,562

比　　　　　較 △ 702 594 △ 6 △ 42 168 △ 14 0 320

期末勤勉
手　　当

児童手当
　 　

(千円) (千円)
　 　

本　　年　　度 23,523 760
　 　

前　　年　　度 25,447 550
　 　

比　　　　　較 △ 1,924 210
　 　

給　与　費　明　細　書

職　員　数 給　　　与　　　費

法　定
福利費

合　計

区　　　　分

本　年　度

前　年　度

比　　　較

手
当
等
の
内
訳

区　　　　分

区　　　　分

（注）会計年度任用職員（本年度２名、前年度１名）含む。
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２　給料及び手当等の増減額の明細

17 人

17 人

0 人

３　給料及び手当等の状況

　（１）職員一人当たり給与

　（２）初任給

　（３）級別職員数

計

5 級

6 級

7 級

備　　考

企　　業　　職

級

計

1 級

2 級

3 級

4 級

5 級

6 級

7 級 6.7

6.7

26.6

1

1

4

区　　　　　　分

 　平 均 年 齢

 　平均給与月額　（円）

 　平均給料月額　（円）

 　平 均 年 齢

 　平均給与月額　（円）

 　平均給料月額　（円）

大　学　卒

高　校　卒

区　　　分

－

151,900

技能労務職(円)

一般会計の制度

その他の
増減分

普通昇給に
伴う増減分

給与改定に
伴う増減分

その他の
増減分

制度改正に伴
う増減分

増減事由別内訳

 （千円）

△ 1,968

572

△ 3,101

234

16

31.3

1 級

2 級

3 級

4 級

増減額

48歳6ケ月

企　業　職（円）

0.0

備　　　　　　考

　　令和 5 年 1月 1日現在

　　令和 4 年 1月 1日現在

333,167

企　　業　　職

374,679

49歳4ケ月

338,560

375,616

給料

手当等

△ 2,851

本年度

3

6

0

0

区分
 （千円）

説　　　　　明

区　　　　　　分
構成比（％）職員数（人）

　令和５年１月１日現在

0.0

0.0

100.016

0

0

100.0

　　令和４年１月１日現在

15

12.4

18.8

職員の異動、新陳代謝及び
その他の増減分

職員の異動、新陳代謝及び
その他の増減分

△ 1,396

一般行政職(円)

154,600

185,200

154,600

185,200

37.5

0

2

3

5

6

20.0

40.0

0.0

前年度

増減

職員の異動状況

0.0
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　級別の標準的な職務内容

　 　

　（４）昇給

（Ａ） （人）

（Ｂ） （人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

比　 　　　率     （Ｂ）／　（Ａ） （％）

（Ａ） （人）

（Ｂ） （人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

比　 　　　率     （Ｂ）／　（Ａ） （％）

　（５）特殊勤務手当

（％）
（％）

　（６）期末手当・勤勉手当

　（７）定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

　（８）その他の手当

下水業務従事手当

100

0.38

企　業　職

13

16

80.0

0

0

81.3

0

0

0

0

3 級 2 級 1 級

部長 係長
主任 事務職員 事務職員

課長 主任主事 技術職員 技術職員

5号給

13

区　　　　分

0

0

12

15

企業職

0

0

部次長
課長補佐

7級 6 級 5 級 4 級

6号給

7号給

33.27075

33.27075

47.709

47.709

一般会計の制度

4.40

4.30

本  年  度

前  年  度

（支給率等）

一般会計の制度との異同

同　　じ

同　　じ

8号給

 支給対象職員の比率（令和5年1月1日現在）

 代表的な特殊勤務手当の名称

区　　　　分

 給料総額に対する比率

同　　じ

2.200

同　　じ

備　　考
職制上の段階、職務の
級等による加算措置

有

有

有

退職時
特別昇給

無

無

最高限度  その他の
加算措置等

定年前早期退職
特別措置加算

47.709

（月分）

47.709
定年前早期退職
特別措置加算

2.200

2.150

2.200

35年勤続の者

（月分）

24.586875

24.586875

4.40

号給数別内訳

号給数別内訳

1号給

2号給

3号給

4号給

5号給

6号給

7号給

1号給

2号給

3号給

4号給

8号給

0

0

0

12

0

支給率等

区　　分

事務・技術職

本
年
度

前
年
度

職　 　員 　　数

昇給に係る職員数

職　 　員 　　数

一般会計の制度

昇給に係る職員数

単身赴任手当

区　　　分 差異の内容

扶養手当

住居手当

通勤手当

区　　　分
20年勤続の者 25年勤続の者

2.150

（月分） （月分）

支給率計

(月分)

支給期別支給率

6月（月分） 12月（月分）

2.200

区　　　分

12



（既定分）

事　　　　項 限度額

期  間 金  額 期  間 金  額
国県

補助金
企業債 その他

損益勘定
留保資金

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

令和5年度から

令和8年度まで

債務負担行為に関する調書

622,985

支払義務発生予定額

500,280

前年度末までの支払 当該年度以降の
左 の 財 源 内 訳

0 0 0令和4年度 122,705 500,280
長門市東深川浄化センター等
包括的維持管理業務(第Ⅱ期)

義務発生（見込）額

13



１ 　

(１) 459,135

(２) 53,664

(３) 420 513,219

２

(１) 77,213

(２) 11,068

(３) 409,472

(４) 65,851

(５) 956,710

(６) 5,483 1,525,797

営業損失 1,012,578

３

(１) 1

(２) 442,200

(３) 140,393

(４) 1,644

(５) 510,392 1,094,630

４

(１) 75,960 75,960 1,018,670

経常利益 6,092

５

(１) 1 1

６

(１) 1,547 1,547

７ 予  備  費

(１) 4,546 4,546 △ 6,092

当年度純利益 0

前年度繰越利益剰余金 0

当年度未処分利益剰余金 0

過年度損益修正益

特別損失

過年度損益修正損

予備費

他会計補助金

雑収益

長期前受金戻入

営業外費用

特別利益

総係費

減価償却費

資産減耗費

営業外収益

受取利息及び配当金

他会計負担金

支払利息及び企業債取扱諸費

他会計負担金

その他の営業収益

営業費用

管渠費

ポンプ場費

処理場費

令和 ４ 年度　長門市下水道事業予定損益計算書

（令和４年４月１日から令和５年３月31日まで）

（単位 ： 千円）

営業収益

下水道使用料
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（単位 ： 円）

１

(１)

イ 土地 695,665,682

ロ 建物 1,757,930,287

同減価償却累計額 △ 414,858,025 1,343,072,262

ハ 構築物 19,142,102,110

同減価償却累計額 △ 3,891,818,124 15,250,283,986

二 機械及び装置 5,690,374,427

同減価償却累計額 △ 2,342,588,322 3,347,786,105

ホ 車輌運搬具 4,335,810

同減価償却累計額 △ 450,922 3,884,888

へ 工具器具及び備品 3,183,434

同減価償却累計額 △ 2,732,204 451,230

ト 建設仮勘定 425,172,384

有形固定資産計 21,066,316,537

固定資産計 21,066,316,537

２

(１) 259,285,131

(２) 106,148,000

△ 7,970,641 98,177,359

流動資産計 357,462,490

資産合計 21,423,779,027

３

(１) 4,868,634,245

固定負債計 4,868,634,245

４

(１) 582,663,686

(２) 200,000,000

(３)

イ 賞与引当金 5,744,000

ロ 法定福利費引当金 1,169,000

引当金計 6,913,000

(４) 380,000

流動負債計 789,956,686

５

(１) 14,766,878,913

△ 3,776,561,734

繰延収益計 10,990,317,179

負債合計 16,648,908,110

６ 4,606,937,764

７

(１) 167,933,153

(２)

イ 減債積立金 0

ロ 当年度未処分利益剰余金 0

利益剰余金合計 0

剰余金合計 167,933,153

資本合計 4,774,870,917

負債・資本合計 21,423,779,027

負    債　　の　　部

貸倒引当金

引当金

長期前受金収益化累計額

利益剰余金

資本金

剰余金

資本剰余金

預り金

繰延収益

長期前受金

固定負債

企業債

流動負債

企業債

未払金

資    本　　の　　部

固定資産

有形固定資産

流動資産

現金預金

未収金

令和 ４ 年度　長門市下水道事業予定貸借対照表

（令和５年３月31日現在）

資    産　　の　　部
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１ 　

(１) 440,577

(２) 53,818

(３) 5 494,400

２

(１) 86,309

(２) 11,408

(３) 439,311

(４) 64,666

(５) 960,153

(６) 35,106 1,596,953

営業損失 1,102,553

３

(１) 1

(２) 486,083

(３) 159,103

(４) 2,954

(５) 528,822 1,176,963

４

(１) 68,318 68,318 1,108,645

経常利益 6,092

５

(１) 1 1

６

(１) 1,547 1,547

７ 予  備  費

(１) 4,546 4,546 △ 6,092

当年度純利益 0

前年度繰越利益剰余金 0

当年度未処分利益剰余金 0

過年度損益修正損

長期前受金戻入

営業外費用

特別利益

過年度損益修正益

特別損失

支払利息及び企業債取扱諸費

予備費

営業外収益

受取利息及び配当金

他会計負担金

他会計補助金

雑収益

管渠費

ポンプ場費

処理場費

総係費

減価償却費

資産減耗費

（単位 ： 千円）

営業収益

下水道使用料

他会計負担金

その他の営業収益

営業費用

令和 ５ 年度　長門市下水道事業予定損益計算書

（令和５年４月１日から令和６年３月31日まで）
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（単位 ： 円）

１

(１)

イ 土地 695,665,682

ロ 建物 1,757,930,287

同減価償却累計額 △ 478,487,025 1,279,443,262

ハ 構築物 19,181,515,110

同減価償却累計額 △ 4,450,762,124 14,730,752,986

二 機械及び装置 5,908,126,427

同減価償却累計額 △ 2,665,487,322 3,242,639,105

ホ 車輌運搬具 7,517,810

同減価償却累計額 △ 647,922 6,869,888

へ 工具器具及び備品 3,183,434

同減価償却累計額 △ 2,742,204 441,230

ト 建設仮勘定 908,661,384

有形固定資産計 20,864,473,537

固定資産計 20,864,473,537

２

(１) 124,834,131

(２) 136,488,000

△ 9,506,641 126,981,359

流動資産計 251,815,490

資産合計 21,116,289,027

３

(１) 4,653,547,245

固定負債計 4,653,547,245

４

(１) 582,663,686

(２) 130,000,000

(３)

イ 賞与引当金 5,755,000

ロ 法定福利費引当金 1,171,000

引当金計 6,926,000

(４) 380,000

流動負債計 719,969,686

５ 繰延収益

(１) 15,049,953,059

△ 4,276,616,880

繰延収益計 10,773,336,179

負債合計 16,146,853,110

６ 4,801,502,764

７

(１) 167,933,153

(２)

イ 減債積立金 0

ロ 当年度未処分利益剰余金 0

利益剰余金合計 0

剰余金合計 167,933,153

資本合計 4,969,435,917

負債・資本合計 21,116,289,027

貸倒引当金

利益剰余金

長期前受金

長期前受金収益化累計額

資    本　　の　　部

資本金

剰余金

資本剰余金

流動負債

企業債

未払金

預り金

引当金

流動資産

現金預金

未収金

負    債　　の　　部

固定負債

企業債

令和 ５ 年度　長門市下水道事業予定貸借対照表

（令和６年３月31日現在）

資    産　　の　　部

固定資産

有形固定資産
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ⅠⅠⅠⅠ 重要な会計方針重要な会計方針重要な会計方針重要な会計方針

1 　固定資産の減価償却の方法

（１） 有形固定資産

・減価償却の方法　　　　　　定額法による

・主な耐用年数

　建物 10 ～ 50年

　構築物 10 ～ 50年

　機械及び装置 6 ～ 30年

　車両運搬具 5 年

　工具、器具及び備品 3 ～ 15年

（２） 無形固定資産

・減価償却の方法　　　　　　定額法による

2 　引当金の計上方法

（１） 退職給付引当金

（２） 賞与引当金

（３） 法定福利費引当金

（４） 貸倒引当金

3 　消費税等の会計処理

ⅡⅡⅡⅡ 予定貸借対照表等関連予定貸借対照表等関連予定貸借対照表等関連予定貸借対照表等関連

1 　後年度において一般会計等が負担する企業債の償還に関する事項

ⅢⅢⅢⅢ セグメント情報に関する注記セグメント情報に関する注記セグメント情報に関する注記セグメント情報に関する注記

1 　報告セグメントの概要

　

事業区分

　長門市下水道事業会計は、汚水処理及び雨水処理を行っており、その下水道の区分は公共下水道事
業と農業集落排水事業と漁業集落排水事業に分けられ、経費の負担区分が異なるため、「公共下水道
事業」と「農業集落排水事業」と「漁業集落排水事業」の３つを報告セグメントとしている。
　各報告セグメントの事業の内容は以下のとおりである。

　下水道法(昭和33年法律第79号)第4条第1項の規定により認可を受けた区域
に係る汚水処理、雨水処理

公共下水道事業

　漁業集落環境整備事業実施要領(昭和53年7月10日付け53水港第3598号農
林水産事務次官依命通知)第5の3の(2)の規定により承認を受けた計画区域、下
水道法第4条第1項の規定により認可を受けた地区に係る汚水処理

　農業集落排水事業実施要綱(昭和58年4月4日付け58構改D第271号農林水産
事務次官依命通知)第5の3、農業集落排水資源循環統合補助事業実施要綱
(平成14年3月27日付け13農振第3438号農林水産事務次官依命通知)第7の3の
規定により採択の決定を受けた地区に係る汚水処理

農業集落排水事業

漁業集落排水事業

注　記　事　項注　記　事　項注　記　事　項注　記　事　項

　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等により回収不能見込み額を計上している。

　職員の退職手当は、一般会計がその全部を負担することとなっているため、退職手当引当金は計上し
ていない。

　職員の期末・勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込み額に基づき、当年度の負
担に属する額を計上している。

事業の内容

　貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して1年以内に償還予定のものも
含む。）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は83,510千円である。

　職員の法定福利費の支給に備えるため、当年度末における支給見込み額に基づき、当年度の負担に
属する額を計上している。

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

18



2 　報告セグメントごとの資産等

令和５年度（自　令和５年４月１日　至　令和６年３月31日）

（単位：千円）

ⅣⅣⅣⅣ その他の注記その他の注記その他の注記その他の注記

1 　予定キャッシュ・フロー計算書は間接法による。

2 　賞与等引当金の目的使用による取崩し

　当該年度において、期末・勤勉手当の支給及びそれに伴う法定福利費の支出のため、賞与等引当金
6,913千円を使用する予定である。

　　有形固定資産及び
　　無形固定資産の
　　増減額

65,664 △ 216,785 △ 50,722

359,454

21,116,289セグメント資産

114,004

営業外収益

営業外費用

643,771 442,278

68,318

△ 88,168

1,596,953

1,176,963

41,880

△ 596,436 △ 417,949

　　一般会計繰入金 466,663 328,365 72,226

7,419,076 1,354,876

その他の項目

182

△ 1,102,553

23,874

494,400

営業費用

営業損益

0 0

867,254

合計

営業収益

経常損益

公共 農集 漁集

20,942

2,564

955,890 109,110531,953

5,455

△ 201,843

1

　　特別損失 910 455 182

960,153

90,914

セグメント負債 9,573,247

1,547

　　特別利益 1

　　減価償却費

6,092455

16,146,853

605,633 303,798 50,722

12,342,337

934,2455,639,361
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